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野
田
市
の
条
例
制
定
と
公
契
約
を
め
ぐ
る
動
向

　

千
葉
県
野
田
市
の
根
本
崇
市
長
は
、
二
〇
〇
五
年
三
月

市
議
会
に
お
い
て
「
公
共
工
事
に
お
け
る
賃
金
確
保
法
制

定
に
関
す
る
意
見
書
」
が
全
会
一
致
で
採
択
さ
れ
た
こ
と

を
ふ
ま
え
、
二
〇
〇
五
年
一
二
月
千
葉
県
市
長
会
に
、「
①

公
共
工
事
に
お
け
る
建
設
労
働
者
を
は
じ
め
と
す
る
労
働

者
の
最
低
労
働
条
件
の
確
保
、
②
公
共
工
事
の
入
札
及
び

契
約
の
適
正
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
附
帯
議
決
事
項

に
つ
い
て
実
効
性
あ
る
施
策
の
実
施
、
③
厳
し
い
財
政
状

況
の
中
、
さ
ら
な
る
コ
ス
ト
の
縮
減
と
品
質
の
確
保
の
両

立
を
図
る
た
め
、
公
共
工
事
に
ふ
さ
わ
し
い
調
達
方
法
の
確

立
や
技
術
者
の
い
な
い
発
注
者
の
支
援
に
つ
い
て
必
要
な
措

置
を
講
ず
る
こ
と
、
④
日
本
の
実
情
に
合
っ
た
公
契
約
法
を

制
定
す
る
こ
と
」
を
要
旨
と
す
る
決
議
の
成
立
に
努
め
た
。

　

そ
の
後
、
関
東
市
長
会
、
全
国
市
長
会
で
同
趣
旨
の
決

議
が
さ
れ
た
が
、
国
に
お
い
て
は
「
公
契
約
法
」
制
定
の

動
き
は
み
ら
れ
な
か
っ
た
。
根
本
市
長
は
、
こ
う
し
た
状

況
に
対
し
て
「
国
が
法
律
を
つ
く
る
べ
き
で
あ
り
、
条
例

の
制
定
に
つ
い
て
は
国
が
進
ま
な
い
場
合
に
は
検
討
し
た

い
」
な
ど
と
し
て
い
た
が
、
二
〇
〇
九
年
三
月
市
議
会
に

お
い
て
、
条
例
を
提
案
す
る
と
答
弁
し
、
同
年
九
月
二
九

日
の
市
議
会
に
お
い
て
全
会
一
致
で
成
立
し
た
。

　「
ダ
ン
ピ
ン
グ
」「
官
製
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
」

　

一
九
九
〇
年
代
に
い
わ
ゆ
る
バ
ブ
ル
経
済
が
破
綻
し
、

建
設
工
事
（
特
に
民
間
投
資
）
が
大
幅
に
減
少
し
た
。
こ

の
結
果
、
自
治
体
の
建
設
工
事
を
め
ぐ
る
受
注
競
争
が
激

化
し
、「
ダ
ン
ピ
ン
グ
」
が
指
摘
さ
れ
る
に
い
た
っ
た
。

ま
た
、
そ
の
結
果
と
し
て
建
設
技
能
者
の
賃
金
が
長
期
に

わ
た
り
下
が
り
続
け
た
。
さ
ら
に
建
設
技
能
者
が
大
幅
に

減
少
し
た
。

　

ま
た
、
自
治
体
の
財
政
逼
迫
を
背
景
と
し
て
「
コ
ス
ト

切
り
下
げ
」、「
効
率
優
先
」
が
い
わ
れ
、
自
治
体
業
務
の

民
間
委
託
が
拡
大
し
た
。
特
に
二
〇
〇
一
年
に
誕
生
し
た

小
泉
純
一
郎
内
閣
に
よ
っ
て
推
進
さ
れ
た「
小
さ
な
政
府
」

「
聖
域
な
き
構
造
改
革
」
路
線
に
よ
っ
て
、
病
院
や
福
祉

施
設
、保
育
園
な
ど
に
も
「
民
間
委
託
」
が
拡
大
さ
れ
た
。

　

さ
ら
に
、
二
〇
〇
三
年
に
導
入
さ
れ
た
「
指
定
管
理
者

制
度
」
は
、「
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
」
と
「
経
費
の
削
減
」

を
目
的
と
し
て
い
る
が
、
自
治
体
は
「
経
費
の
削
減
」
に

重
き
を
置
き
、
そ
こ
で
働
く
人
た
ち
の
賃
金
・
労
働
条
件

の
切
り
下
げ
へ
と
向
か
っ
た
。

　

い
わ
ゆ
る
「
官
製
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
」
を
な
く
す
か
が

課
題
と
な
っ
て
い
た
。

　
入
札
制
度
改
革
の
動
き

　

一
九
九
〇
年
代
の
後
半
か
ら
二
〇
〇
〇
年
代
の
初
め
に

か
け
て
主
に
「
公
共
工
事
の
質
を
維
持
す
る
」「
ダ
ン
ピ

ン
グ
を
防
止
す
る
」
あ
る
い
は
「
談
合
防
止
」
な
ど
の
観

点
か
ら
、
入
札
制
度
改
革
が
進
め
ら
れ
た
。
主
な
法
律
や

制
度
は
、
一
九
九
九
年
「
総
合
評
価
制
度
」、
二
〇
〇
〇

年
「
入
札
契
約
適
正
化
法
」、
二
〇
〇
二
年
「
官
製
談
合

防
止
法
」、「
最
低
制
限
価
格
制
度
」、
二
〇
〇
三
年
「
指

定
管
理
者
制
度
」、二
〇
〇
五
年「
公
共
工
事
品
質
確
保
法
」。

　
労
働
組
合
の
取
り
組
み

　

全
国
建
設
労
働
組
合
総
連
合
（
全
建
総
連
）
は
、

一
九
八
三
年
「
公
契
約
法
」
制
定
運
動
を
提
起
し
、

一
九
九
四
年
に
は
「
公
共
工
事
に
お
け
る
賃
金
確
保
法
・

条
例
要
綱
試
案
」を
発
表
し
、全
国
の
自
治
体
・
議
会
に「
公

契
約
法
・
公
契
約
条
例
」
制
定
を
も
と
め
る
活
動
を
展
開

し
た
。

　

自
治
労
は
、
二
〇
〇
〇
年
に
「
自
治
体
入
札
・
委
託
契

約
制
度
研
究
会
」
を
設
置
し
、
二
〇
〇
一
年
に
「
社
会
的

価
値
の
実
現
を
め
ざ
す
自
治
体
契
約
制
度
の
提
言

－

政
策

入
札
で
地
域
を
変
え
る
」
を
発
表
。
二
〇
〇
三
年
自
治
労

大
会
で
「
自
治
体
公
契
約
条
例
の
制
定
」
を
方
針
化
し
、

取
り
組
ん
だ
。

　

連
合
は
、
二
〇
〇
八
年
の
中
央
委
員
会
で
「
公
契
約
条

例
」
制
定
運
動
を
決
定
し
た
。

　
尼
崎
市
に
お
け
る
条
例
制
定
の
運
動

　

二
〇
〇
八
年
一
二
月
に
兵
庫
県
尼
崎
市
議
会
に
お
い
て

「
公
契
約
条
例
案
」
が
、
市
議
会
有
志
に
よ
っ
て
提
案
さ

れ
た
。
こ
の
背
景
に
は
、尼
崎
市
委
託
労
働
者
の
「
解
雇
」

や
「
労
働
条
件
切
り
下
げ
」
に
対
す
る
闘
い
が
あ
っ
た
。

し
か
し
、
二
〇
〇
九
年
五
月
に
議
会
で
否
決
さ
れ
た
。

　
野
田
市
公
契
約
条
例
の
特
徴
と
意
義

　

野
田
市
公
契
約
条
例
の
要
点
は
、
以
下
の
と
お
り
で
あ

る
（
制
定
時
の
条
例
を
参
照
し
て
い
る
）。

　

第
１
条
（
目
的
）

　

条
例
の
目
的
は
、「
公
契
約
に
係
る
業
務
に
従
事
す
る

労
働
者
の
適
正
な
労
働
条
件
を
確
保
す
る
こ
と
に
よ
り
、

当
該
業
務
の
質
の
確
保
及
び
公
契
約
の
社
会
的
な
価
値
の

向
上
を
図
り
、
も
っ
て
市
民
が
豊
か
で
安
心
し
て
暮
ら
す

　

勝　

島　

行　

正

野
田
市
公
契
約
条
例
の
制
定

戦
後
自
治
の
あ
ゆ
み
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こ
と
の
で
き
る
地
域　

社
会
を
実
現
す
る
こ
と
」で
あ
る
。

　

第
２
条
（
定
義
）、
第
３
条
（
受
注
者
の
責
務)

―
略
―

　

第
４
条
（
公
契
約
の
範
囲
）

　

条
例
が
適
用
さ
れ
る
公
契
約
と
は
、
市
の
一
般
・
指
名

競
争
入
札
又
は
随
意
契
約
に
よ
っ
て
契
約
さ
れ
た
「
⑴
予

定
価
格
が
一
億
円
以
上
の
工
事
又
は
製
造
の
請
負
の
契
約
、

⑵
一
千
万
円
以
上
の
工
事
又
は
製
造
以
外
の
請
負
契
約
の

う
ち
市
長
が
別
に
定
め
る
も
の
」。

　

第
５
条
（
労
働
者
の
範
囲
）

　

条
例
が
適
用
さ
れ
る
労
働
者
の
範
囲
は
、「
労
働
基
準

法
第
９
条
に
規
定
す
る
労
働
者
で
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
も
の
」
で
、「
⑴
受
注
者
に
雇
用
さ
れ
る
者
、

⑵
下
請
負
者
に
雇
用
さ
れ
る
者
、
⑶
労
働
者
派
遣
法
に
基

づ
き
受
注
者
又
は
下
請
負
者
に
派
遣
さ
れ
る
者
」。

　

第
６
条
（
適
用
労
働
者
の
賃
金
）

　

適
用
労
働
者
の
最
低
賃
金
額
は
、
以
下
の
よ
う
に
し
て

定
め
る
。

　
「
１　

市
長
が
別
に
定
め
る
賃
金
（
最
低
賃
金
法
第
４

条
第
１
項
に
規
定
す
る
賃
金
）
の
最
低
額
以
上
の
賃
金
を

支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」

　
「
２　

市
長
は
、
前
項
に
規
定
す
る
賃
金
の
額
を
定
め

る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
額
を
勘
案
し
て
定
め
る
も
の
と

す
る
。
⑴
工
事
又
は
製
造
の
請
負
契
約　

農
林
水
産
省
及

び
国
土
交
通
省
が
公
共
工
事
の
積
算
に
用
い
る
た
め
毎
年

度
決
定
す
る
公
共
工
事
設
計
労
務
単
価
（
基
準
額
）、
⑵

工
事
又
は
製
造
以
外
の
請
負
契
約　

野
田
市
一
般
職
の
職

員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
別
表
１
の
２
の
３
の
項
１
級
の

欄
に
定
め
る
額
」

　

第
７
条
（
適
用
労
働
者
へ
の
周
知
）、
第
８
条
（
受
注

者
の
連
帯
責
任
）、
第
９
条
（
報
告
及
び
立
入
検
査
）、
第

10
条
（
是
正
措
置
）、
第
11
条
（
公
契
約
の
解
除
）、
第
12

条
（
公
表
）、
第
13
条
（
損
害
賠
償
）、
第
14
条
（
総
合
評

価
一
般
競
争
入
札
等
の
措
置
）、
第
15
条
（
委
任
）
―
略
―

　

野
田
市
条
例
の
前
文
に
は
、「
国
が
公
契
約
に
関
す
る

法
律
の
整
備
の
重
要
性
を
認
識
し
、
速
や
か
に
必
要
な
措

置
を
講
ず
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。
本
市
は
、
こ
の
よ

う
な
状
況
を
た
だ
見
過
ご
す
こ
と
な
く
先
導
的
に
こ
の
問

題
に
取
り
組
ん
で
い
く
」
と
あ
る
。
国
に
対
し
て
「
公
契

約
法
」
の
制
定
を
も
と
め
て
き
た
が
、
動
く
気
配
す
ら
無

い
中
で
、
野
田
市
が
先
行
す
る
こ
と
で
全
国
の
自
治
体
を

動
か
し
、
条
例
制
定
の
広
が
り
に
よ
っ
て
国
を
変
え
る
こ

と
を
目
論
ん
だ
。

　
「
公
契
約
条
例
」
の
制
定
を
め
ざ
す
運
動
の
側
面
か
ら

み
る
と
条
例
の
意
義
は
、「
①
こ
れ
ま
で
の
政
府
・
行
政

当
局
の
否
定
的
な
見
解
を
超
え
た
こ
と
、
②
そ
の
こ
と
に

よ
り
、
公
契
約
条
例
の
実
現
可
能
性
が
高
ま
っ
た
こ
と
、

③
官
製
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
に
対
す
る
具
体
的
な
対
応
が
な

さ
れ
た
こ
と
、
④
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
在
り
方
に
つ
い
て
新

た
な
視
点
が
提
起
さ
れ
た
こ
と（
１
）」
で
あ
る
と
い
え
る
。

　
急
が
れ
る
公
契
約
条
例
の
制
定

　

現
在
、「
賃
金
条
項
」
を
規
定
す
る
公
契
約
条
例
は
、

二
〇
一
〇
年
川
崎
市
、
二
〇
一
一
年
相
模
原
市
、
東
京
都

多
摩
市
、
二
〇
一
二
年
東
京
都
国
分
寺
市
、
同
渋
谷
区
、

神
奈
川
県
厚
木
市
、
二
〇
一
三
年
年
東
京
都
足
立
区
、
福

岡
県
直
方
市
、
二
〇
一
四
年
東
京
都
千
代
田
区
、
兵
庫
県

三
木
市
で
成
立
し
、
野
田
市
を
ふ
く
め
て
全
国
で
一
一
自

治
体
と
な
っ
て
い
る（
２
）。

　

し
か
し
、
自
治
体
の
中
か
ら
は
「
国
が
法
律
を
つ
く
る

べ
き
」、
あ
る
い
は
建
設
業
界
の
人
手
不
足
が
い
わ
れ
建

設
技
能
者
の
賃
金
が
「
高
騰
」
し
て
い
る
中
で
、
国
も
改

革
を
実
行
し
て
い
る
の
で
様
子
を
み
た
い
な
ど
の
消
極
的

な
声
が
聞
か
れ
る
。

　

国
交
省
は
、
二
〇
一
三
年
年
三
月
二
九
日
に
公
共
工
事

設
計
労
務
単
価
を
改
定
す
る
に
あ
た
っ
て
建
設
業
界
や
自

治
体
に
対
し
て
行
っ
た
要
請
に
は
次
の
よ
う
に
書
か
れ
て

い
る
。

　
［
建
設
業
界
の
現
状
］
ダ
ン
ピ
ン
グ
受
注
の
激
化
が
、

賃
金
の
低
下
や
保
険
未
加
入
を
招
き
、
こ
れ
が
原
因
と

な
っ
て
、
近
年
、
若
年
入
職
者
の
減
少
が
続
い
て
い
る
。

そ
の
結
果
、
技
能
労
働
者
の
需
給
の
ひ
っ
迫
が
顕
在
化
し

つ
つ
あ
り
、
入
札
不
調
が
発
生
。

　
［
課
題
］
労
働
需
給
の
ひ
っ
迫
傾
向
は
、
一
時
的
な
も

の
で
は
な
く
、
構
造
的
な
も
の
。
い
ま
、
適
切
な
対
策
を

講
じ
な
け
れ
ば
、
近
い
将
来
、
災
害
対
応
や
イ
ン
フ
ラ
の

維
持･

更
新
に
支
障
。
デ
フ
レ
脱
却
の
た
め
に
も
、
労
働

者
の
所
得
を
増
や
す
必
要
。

　

こ
れ
を
見
る
限
り
、
こ
の
間
の
「
改
革
」
は
、「
効
果

を
あ
げ
て
い
な
い
」
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
現
に
建
設
労

働
組
合
か
ら
は
、今
な
お
「
建
設
技
能
者
」
の
賃
金
の
「
ピ

ン
ハ
ネ
」
が
横
行
し
て
い
る
、
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
巷

間
い
わ
れ
て
い
る
「
外
国
人
労
働
者
」
の
導
入
も
解
決
策

に
は
な
ら
な
い
。
こ
の
ま
ま
で
は
、
建
設
業
界
の
将
来
は

無
い
。
こ
の
事
態
を
抜
本
的
に
改
革
す
る
た
め
に
は
、「
公

契
約
法
」
そ
し
て
「
公
契
約
条
例
」
が
不
可
欠
で
あ
る
。

こ
れ
に
よ
っ
て
労
働
者
も
事
業
者
も
行
政
も
そ
し
て
市
民

も
す
べ
て
が
「
ウ
ィ
ン
・
ウ
ィ
ン
」
と
な
る
。
自
治
体
が

立
ち
上
が
る
の
は
「
今
」
な
の
で
あ
る
。

＜

か
つ
し
ま　

ゆ
き
ま
さ
・
公
益
社
団
法
人　
　
　
　
　
　
　
　
　

神
奈
川
県
地
方
自
治
研
究
セ
ン
タ
ー
主
任
研
究
員＞

【
注
】

（
１
）
「
公
契
約
を
考
え
る　

野
田
市
の
公
契
約
条
例
制
定
を

受
け
て
」
二
二
頁
（
辻
山
幸
宣
・
勝
島
行
正
・
上
林
陽
治

編
「
自
治
総
研
ブ
ッ
ク
レ
ッ
ト
９
」
公
人
社
二
〇
一
〇
年
）

（
２
）
他
に
公
契
約
の
理
念
や
在
り
方
を
定
め
た
「
公
契
約

（
公
共
調
達
）
基
本
条
例
」
が
、
山
形
県
二
〇
〇
八
年
、

江
戸
川
区
二
〇
一
〇
年
、
高
知
市
二
〇
一
一
年
、
秋
田
市

二
〇
一
三
年
、
前
橋
市
二
〇
一
三
年
、
長
野
県
・
奈
良
県

二
〇
一
四
年
で
成
立
し
て
い
る
。


